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大丸有地区の紹介
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有楽町駅有楽町駅
東京駅東京駅

大手町大手町駅駅

地元地権者を中心に、大手町・丸の内・有楽町地区再開発計画推進協議会が組成。
参加団体96団体。（1988年７月発足）

4

明治期より日本を代表する
ビジネスセンター

2対象エリア約120ha。

（まちづくりガイドラインの対象地区）
1

就業人口23.1万人/立地事業所4,060社
（2006年度事業所・企業統計）

•地区内における東証１部上場企業は76社
•これら企業の連結売上高は約121兆円（2006年度GDPの約24%）

3

■大手町・丸の内・有楽町地区の概要
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公民組織（東京都、千代田区、
ＪＲ東日本、大丸有協議会）

民間主体

（会員地権者等95社）

まちづくりガイドライン
○将来像、ルール、手法
○2000年策定、05,08年改訂
○ハード・ソフト両面でのまちづくり

まちづくりガイドライン
○将来像、ルール、手法
○2000年策定、05,08年改訂
○ハード・ソフト両面でのまちづくり

大丸有地区再開発計画
推進協議会
（1988年設立）

大丸有地区再開発計画
推進協議会
（1988年設立）

まちづくり懇談会
（1996年組成）

まちづくり懇談会
（1996年組成）

大丸有エリアマネジメント協会
（2002年 東京都ＮＰＯ認証取得）

大丸有エリアマネジメント協会
（2002年 東京都ＮＰＯ認証取得）

大丸有環境共生型まち
づくり推進協会
（2007年設立）

大丸有環境共生型まち
づくり推進協会
（2007年設立）

合意形成にもとづく面的な街づくり合意形成にもとづく面的な街づくり

20002000年以降年以降 約約2020棟のビルを建替棟のビルを建替

会員約180名＝企業、就業者、学生等も参加）

■公民協調による街づくり（Public-Private Partnership）



5国、東京都、千代田区、民間が連携して低炭素・環境都心ショーケースを整備、運営

■世界に向けた環境対策のショーケース化【環境モデル都市 千代田区】

1.1.地域環境資源の活用、再生地域環境資源の活用、再生

皇居の森と濠
日本橋川等水系の再生
幹線”風の道”づくり 等

22..都心型環境技術の率先導入都心型環境技術の率先導入
33..ＣｏｏｌＣｏｏｌ ＥａｒｔｈＥａｒｔｈ エネルギー革新技術計画エネルギー革新技術計画

街としての具現化街としての具現化

東京駅におけるクリーンエネルギー
面的太陽光発電
都心型バイオマスシステム
地域冷暖房の低炭素化(未利用エネル

ギーの活用）等

電気自動車
高断熱・遮熱ビル
次世代高効率照明（ＬＥＤ）
高効率ヒートポンプ
省エネ型情報機器・システム
ＢＥＭＳ・ＡＥＭＳ

地域エネルギー
マネジメントの展開

霞が関低炭素社会

水と緑のクールシティ
形成

環境共生型
ビジネス拠点の形成

グリーン物流モデル
構築

東京駅における
クリーンエネルギーの

導入

低炭素
官庁街（国）

グリーンストック形成、ゼロ・カーボン公共施設整備

東京駅、霞ヶ関、大丸有地区を擁し国内、海外から多数の来訪者のある千代田区は、わが国の環境対策を世界に示す
絶好のショーケース
低炭素官庁街の形成（霞ヶ関：国）、環境共生ビジネス拠点の形成（大丸有：民間）、既存ストックのグリーン化
（区内全域：区）を戦略的に実践
さらに、地域の環境資源を活用した水・緑・風によるヒートアイランド対策を重ね、首都・都心の“顔”で官民が連携した
低炭素・環境共生都心を構築

ヒートアイランド対策
（水、緑、風）

環境共生
ビジネス拠点

（民間）

大丸有地区大丸有地区
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■「大丸有環境ビジョンの策定」２００７年

大丸有地区の取り組み大丸有地区の取り組み

気づきの
場の創出

CO2排出量

の削減

大丸有地区を超え大丸有地区を超え
た貢献と情報発信た貢献と情報発信

東京、東京、
日本、日本、
世界へ世界へ

レバ
レッジ

ポ
イントとして

、

レバ
レッジ

ポ
イントとして

、

環
境

活
動

を誘
発

・誘
引

・牽
引

環
境

活
動

を誘
発

・誘
引

・牽
引

水系の活用・水系の活用・
水網都市の復権水網都市の復権

外部空間・公共空外部空間・公共空
間の体系的活用間の体系的活用

環境負荷の低い新たな環境負荷の低い新たな
交通・物流システムの構築交通・物流システムの構築

廃棄物の多段的活用廃棄物の多段的活用

地区環境地区環境・エネルギーマネ・エネルギーマネ
ーージメントシステムの構築ジメントシステムの構築

環境共生型環境共生型
都市モデル都市モデル 環境関連データの環境関連データの

センシング・蓄積・活用センシング・蓄積・活用

安心・快適な
空間の創出

脆弱性克服脆弱性克服を通じを通じ
たた環境負荷抑制環境負荷抑制

新たな環境ビジネスの新たな環境ビジネスの
創出創出とと育成育成

② 大丸有地区を超えた貢献と情報発信
④ 環境負荷の低い新たな交通・物流システムの構築
⑥ 外部空間・公共空間の体系的利用
⑧ 脆弱性克服を通じた環境負荷抑制

＜対策ロードマップ＞
① 環境関連データのセンシング・蓄積・活用
③ 地区環境・エネルギーマネジメントシステムの構築
⑤ 水系（バイオリージョン）の活用・水網都市の復権
⑦ 廃棄物の多段的な活用
⑨ 新たな環境ビジネスの創出と育成

大丸有環境ビジョン
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エリア版CSR報告書（Community Social Responsibility）

•• 20082008年～年～ エリア版のＣＳＲ報告書を作成エリア版のＣＳＲ報告書を作成（日本初！）（日本初！）

•• 「大丸有の通信簿」として、エリア内でのエネルギー消費等「大丸有の通信簿」として、エリア内でのエネルギー消費等を掲載、を掲載、

エリアとしての環境共生への取組みをまとめるエリアとしての環境共生への取組みをまとめる

（2008年 （2009年

・街の方向性であるサスティナブル・コミュニティを発信・街の方向性であるサスティナブル・コミュニティを発信

・現在の街の状況（現在地）と大丸有地区の環境ビジョン（将来像）を共有・現在の街の状況（現在地）と大丸有地区の環境ビジョン（将来像）を共有

（ポータルサイトで発
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大丸有地区における大丸有地区における
環境への取組み環境への取組み
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-Ⅰ
建物の省エネ化建物の省エネ化

（新ビル・既存ビル）（新ビル・既存ビル）
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▼環境共生への積極的な取組み

■ 新ﾋﾞﾙでの環境の取組み（例：丸の内ﾊﾟｰｸﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ）

1太陽光発電

2クールルーフ

3超高効率型照明

4エアフローウィンドウシステム

5水の循環システム

6DHC施設における高い省エネ性能の達成

7緑豊かな広場空間の形成（一号館広場）

8保水性舗装・ドライミスト

都内大規模ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ比約３０％の
省ｴﾈを目標（設計値）
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▼日比谷国際ビル（改修時期：2006年～2008年）

改 修 対 象 改修内容
各設備ごとの

省エネ効果

建物全体における

省エネ効果

年間CO2

排出削減量

約1％削減

約3％削減

約1％削減

約1％削減

昇 降 機 設 備
•省エネ制御方式の採用

•省エネ型高効率機器の採用 約20％削減

基準階空調設備
•空調ゾーン細分化

•外気導入量制御の採用 約20％削減

換 気 設 備
•インバーター装置の採用

•省エネ型高効率機器の採用 約20％削減

変 電 設 備 •省エネ型高効率機器の採用 約40％削減

約720ｔ

B5F～31F規 模

約39,000坪延 床 面 積

1981年10月竣 工

計画的に設備改修を行うことにより、ビルの商品価値を計画的に設備改修を行うことにより、ビルの商品価値を

維持・向上させるとともに省エネ性能の向上を図る維持・向上させるとともに省エネ性能の向上を図る

■既存ビル設備改修による取組み

▼ビル概要
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ビルテナントとの協働の取組み

-Ⅱ
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竣 工 2003年3月

延 床 面 積 約33,000坪

規 模 B4F～30F

項目 内容
建物全体における

省エネ効果

年間CO2

排出削減量

冷暖房条件の緩和（夏季） 6月の室内温度を26℃以上、7～9月は28℃以上 約1％削減

冷暖房条件の緩和（冬季） 1～3月の冷暖房を原則停止 約1％削減

給湯設備の運転停止（夏季） 6～10月のトイレ手洗器給湯を停止 約1％削減

共用部照明(*1)の一部消灯（通年） 来客部を除き2/3相当の照明を消灯 約1％削減

約350t

▼三菱ＵＦＪ信託銀行本店ビル (*1)(*1)廊下、廊下、エレベーターエレベーターホール、トイレホール、トイレ

オフィス部分がひとつの企業で占められているため、オフィス部分がひとつの企業で占められているため、
全館にわたって徹底した取組みが実現全館にわたって徹底した取組みが実現

■テナントの取組みによる省エネ事例

▼ビル概要
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■テナントの省エネを支える「見える化」の取組み

▼▼ee--conciergeconcierge((ｲｰ・ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭｲｰ・ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ))によるエネルギーデーター開示によるエネルギーデーター開示

テナント室内で使用したエネルギー（電力・水道等） 使用量検針データ及びビル基本空調に

係るエネルギー按分データ並びにその合計使用量を月毎に表示・データ出力が可能。

各エネルギーは計量単位（kWh、m3等）だけでなく、GJ（ギガジュール：熱量）換算、kl（キロ

リットル：原油）換算、CO2換算値の閲覧、出力が可能

図：エネルギーデータ表示図

e-conciergeとは・・・
テナントがインターネットを通じて入居ビルに関する各種情報を入手できるシステムで
あり、同システムを改良し、テナント利用分のエネルギーデーターを開示（2010年6月予定）

※機能・画面イメージは、現在検討中の項目も含まれており、今後変更となる場合有り

Image Image

エネルギー使用量の見える化により、テナントの省エネを啓発
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最新エコ技術の導入実験
～次世代型エコオフィス～

-Ⅲ
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環境に関する行政の取組み、世論の加速環境に関する行政の取組み、世論の加速
⇒環境共生への取り組みが今後の都市開発の大前⇒環境共生への取り組みが今後の都市開発の大前

1. 背景1. 背景エコッツエリアエコッツエリアエコッツエリア

1.1. 環境に関する各種政策や施策への迅速な対応環境に関する各種政策や施策への迅速な対応
2.2. 環境先進エリアとしての競争力・付加価値創出環境先進エリアとしての競争力・付加価値創出
3.3. エリアの面的対策の推進と効果の可視化エリアの面的対策の推進と効果の可視化
4.4. 技術開発＋ヒトの意識やライフスタイル変革支援技術開発＋ヒトの意識やライフスタイル変革支援

2. 目的2. 目的

エリアにおける共有の場づくりエリアにおける共有の場づくり

課題の可視化・調査研究

～環境共生型まちづくりを推進する～環境共生型まちづくりを推進する
「シンク＆ドゥ「シンク＆ドゥ タンク」～タンク」～

「大丸有環境ビジョン」の実現「大丸有環境ビジョン」の実現

普及啓発・情報発信

規模：新丸の内ビル10Ｆ
／423㎡（128坪）

2009年10月 低炭素型実証オフィスを設置

実証導入・取り組み実践

〇建物単体のみならず、大丸有地区では面的な取組みが可能〇建物単体のみならず、大丸有地区では面的な取組みが可能
〇大丸有地区を環境対策のモデル地区に〇大丸有地区を環境対策のモデル地区に

■環境共生拠点施設「エコッツェリア」
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エコッツェリア 年間活動計画

イベント
部門

・ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
・水環境調査
・次世代オフィス実験
の実施

・ﾜｰｷﾝｸﾞ運営・公開ｾﾐﾅｰ運営
・イベント企画協力 市場調査

Ｒ＆Ｄ部門

空間運営部門

丸の内地球環境倶楽部
運営部門

・情報発信/環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
・会議室運営
・次世代モデルオフィス運営

・丸の内朝大学
・打ち水
・エコキッズ
・エコ結び 等

【【20092009年度の主な活動実績年度の主な活動実績】】※※イベント系イベント系

●ワーキング運営（丸の内地球環境倶楽部）●ワーキング運営（丸の内地球環境倶楽部）
・環境コミュニケーション ・都市の食

・健康なオフィス＆まち ・環境文化サロン

●調査研究事業●調査研究事業

・エネルギー 適化検討
・水循環ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定調査
・健康ｵﾌｨｽ関連調査
・都市食に関する調査

・風環境に関する調査 等

●情報発信●情報発信
・エリア版環境ポータルサイト企画制作
・エリア版CSR報告書2009 発行

▼「エコッツェリア」の活動領域
4月

7月
8月

10月

12月

丸の内朝大学〔第一期〕

エコキッズ探検

打ち水プロジェクト
丸の内朝大学〔第二期〕
エコキッズ探検

丸の内朝大学〔第三期〕
エコ結び本格スタート
次世代エコオフィス実証実験開

エコキッズ探検隊特別

打ち水打ち水 エコキッズエコキッズ

エコ結びエコ結び朝大学朝大学

【【その他セミナー運営・調査等その他セミナー運営・調査等】】
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■エコッツェリアにおける環境技術実験

■エアフロ－
ウィンドウ

■輻射冷暖房システム
（天井面・壁面）

■LEDグリッド照明

■知的照明システム

OFF

■床吹出空調

■除湿・冷却分離空調

LED Lighting Fixture
(System Ceiling Type)

Intelligent Lighting System

Airflow Window

Under floor Air-supply system

Radiant Cooling and Heating Systems

Separate Air-conditioning of 
Dehumidify and Cooling 

天井輻射パネル

調湿外気処理機

床吹出口ユニット

Low-eガラス

壁輻射パネル

■リサイクルタイルカーペット
Recycled Modular Carpet Tile

知的照明システム／LEDグリッド照明 輻射空調システム ／床吹出空調／エアフローウィンドウ

・人工知能によるシステム制御で、個人が要求す
る多様な照度・色温度を全体 適化。

・固定照度を改め、必要量のエネルギー消費で
快適な光環境を創出。LED照明採用。

・温度の体感効果に優れる輻射冷暖房と、局所対応に優れる
床吹出し空調のダブルシステムにより、快適性と省エネ性の
両立の可能とする空調環境を創出。

・エアフローウィンドウによる外部熱負荷の低減

輻射冷房天井
面温度: 20℃

外気遮

知的照
輻射空
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■エコッツェリアにおける実証実験の意味

１．快適性追求により知的生産性向上を実現１．快適性追求により知的生産性向上を実現

輻射空調輻射空調知的照明知的照明

断熱性の高い空間設計などによ断熱性の高い空間設計などによ
消費電力も消費電力も2525％％OFFOFF

知的照明システム：

個人の嗜好追求により、光環境を変化させ、個人の快適性・生産性を向上

輻射空調：

温度の体感効果の高い輻射空調の導入により、 快適性を向上

※図書館や医療施設などでも導入されている

知的照明システム：

個人の嗜好追求により、光環境を変化させ、個人の快適性・生産性を向上

輻射空調：

温度の体感効果の高い輻射空調の導入により、 快適性を向上

※図書館や医療施設などでも導入されている

２．省エネの実現２．省エネの実現

照明では、消費電力照明では、消費電力
4040％％OFFOFF（平均照度（平均照度400400ﾙｸｽ）ﾙｸｽ）

※※100100％時で％時で750750ﾙｸｽﾙｸｽ

知的生産性と省エネの両立知的生産性と省エネの両立
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■実験ｵﾌｨｽ技術 期待される省CO2効果（イメージ１）

▼35,000㎡程度の一般的なオフィスビルを想定した場合の消費割合

60.2%60.2%

オフィス専オフィス専共用部

23.2%
共用部

23.2%

駐車場 6.8%

出典）省エネルギーセンターＨＰより出典）省エネルギーセンターＨＰより

▼オフィスビルの部門別エネルギー消費割合

オフィス共用

6.4%

店舗3.4%

▼オフィスビルの部門別エネルギー消費割合▼オフィスビルの部門別エネルギー消費割合 ▼オフィス専用部の消費先割合▼オフィス専用部の消費先割合▼オフィス専用部の消費先割合

28%

40%

32% 空調

照明

ｺﾝｾﾝﾄ

60％×28％×25％＝4.2％削60％×28％×25％＝4.2％削 60％×40％×40％＝9.6％削60％×40％×40％＝9.6％削

オフィスビル全体の消費電力に対し

高スペックなエコビルでも合計合計14%14%程度程度の削減可能

輻射空調導入輻射空調導入 約２５％削減約２５％削減 知的照明導入知的照明導入 約４０％削減約４０％削減

+



21

太陽光発電（60kw）

クールルーフ

超高効率照明（▲30%）

ドライミスト保水性舗装
（中水利用）

丸の内パークビル

緑化（屋上・壁面・地上）

エアフローウィンドウ

高効率ＤＨＣ施設

都内大規模ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ比

約３０％ （設計値）の省ｴﾈを実現

新丸ビル１０Ｆ 環境戦略拠点「エコッツェリア」の設置

次世代省エネオフィスの実証実験中

さらに約１４％の削減効果を期待＋ =

■ 新ビルと新技術による期待される省CO2効果（ｲﾒｰｼﾞ２）

合計合計
約約4040％％の削減の削減

最新エコビルスペック 次世代省エネ技術（知的照明×輻射空調等）
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・熱エネルギーの面的供給・熱エネルギーの面的供給
・再生可能エネルギーの利用・再生可能エネルギーの利用

-Ⅳ
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■熱エネルギー供給 面的な取組／地域冷暖房

地区 内幸町 有楽町 丸の内二丁目 丸の内一丁目

1990.11 1997.04

11棟

111（34万坪）

13棟

1984.11

10棟2通路

75（23万坪） 78（24万坪）

1980.02

15棟7駅

87（26万坪）

大手町 合計

営業開始年月 1976.04 －

供給棟数 27棟7駅 7979棟1717駅22通路

供給延床面積
（万㎡）

187（57万坪） 560560（170170万坪）

出典：丸の内熱供給㈱２００９年６月現在

▼大手町・丸の内・有楽町・内幸町地区における地域冷暖房の整備

ビ ル の 建 替 を 機 に 高 効 率 プ ラ ン ト の 再 整 備 、 導 管 ネ ッ ト ワ ー ク の 拡 充 を 行 い 、
中 期 的 に エ ネ ル ギ ー 効 率 を 2 5 ％ 向 上 （ 総 合 エ ネ ル ギ ー 効 率 ： 現 状 0 . 7 9 を 約 1 . 0 0 へ ）

地域間地域間
熱融通熱融通
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■太陽光エネルギー利用（オンサイト）

ビルの屋上には太陽光発電装置を設置し、再生可能エネルギーの活用に努めています。

新ビル開発では、その都度、太陽光パネルを設置
一方で、例えば 大クラスの太陽光パネルでも当該ビルの年間エネルギー使用量と比べると微量

丸の内ビル

丸の内パークビル丸の内パークビル

＝10kw
三菱UFJ信託銀行本店ビル三菱UFJ信託銀行本店ビル

新丸の内ビル

＝20kw＝60kw

＝10kw

＝太陽光パネル設置による発電能

東京

設置面積：設置面積：600600㎡㎡
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■新丸ビルにおける生グリーン電力導入（オフサイト）

日本経済新聞（12月9日)
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■生グリーン電力の導入（新丸の内ビル）

▼生グリーン電力の仕組

生グリーン電力とは・・・

東京都環境確保条例上で定められた排出量取引履行手段の１つの「再エネクレジット」に換算できるものであって、
「託送によるグリーン電力」のこと

風力発電
（二又風力開発：青森）

水力発電

バイオマス発電[間伐材］
出光グリーンPPS

50%
40%

10%

生グリーン電力を使用すること
による「再エネクレジット」取得

（＝CO2削減）

新丸ビルは全体3万tのうち

2万t削減
2010年4月～

※「ＰＰＳ」＝特定規模電気事業者
（Power Producer&Supplier)

ＰＰＳは、東電等の電力会社の送電網を利用
して電力を「託送」し、需要家に電力を送る。

省エネ法上のCO2排出係数「０」
の電力

新丸ビル

日本で初めての
仕組み
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■大丸有エリアにおけるＣＯ２排出量（イメージ）

約１．８倍

１９９０年を基準とした場合の排出量シミュレーション （実際の排出量を示すものではない）

床面積 約１．５倍

高度利用による
床面積増加

多用途化による
エネルギー消費増（２倍）

ＩＴ化等による
ビルスペック向上（1.3倍）

消費エネルギー

約１．５倍
建替えビル５０%

既存ビル改修５０％

約１．８倍

環境性能向上
新技術の導入

（新ビル▲４０%×半数）

ビルにおける対応

▲２１％

オンサイトの
再生可能エネルギー利用

（▲1％）

× ×

× 約１．４倍＝

＝

約１．４倍 × ＝
政府目標▲２５％

約０．７５倍

建替えビル ×2.25

既存ビル ×1.3

※前ページ参照

電力会社による
排出係数低減

約▲２０％
（東京電力公表値

0.38→0.30）

次世代エネルギー
インフラの導入

デマンドマネジメント
▲２０～３０％

× +
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■都心型スマートグリッドモデル概略イメージ

大丸

グリー
ＰＰＳ

風力発電所

水力発電所

10,000kw

10,000kw

10,000kw

EVﾀｸｼｰ/
ﾊｲﾔｰ

需要側（再生可能エネルギー
のフル活用マネジメント）

供給側
（分散電源の調達）

ＤＳＭ

EV集中充電

ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ

蓄電池

発電予測

需要予測

Green by ICT
蓄電池

蓄電池

蓄電池

系統電力網

★POINT
インフラの統合

エネルギーインフラ
交通インフラ
通信インフラ 等

生グリーン電力



29

まとめまとめ
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新築ビルの環境性能向

既存ビルの環境性能向上（設備改修）

運営管理・効率的な運転／ビル全体・共用部

テナント（実際にビルを使う側）との協力、取組支援／専用部

個別ビルの取組みを超えた面的な取組

オフィスビルのライフサイクルは長期であり、
新築時の環境性能の向上は極めて重要

圧倒的なシェアを占める既存ストック対策は重要

BEMSによる効率運転（コミッショニング・チューニング）

照明の一部消灯、給湯温度・水量の調整 等

空調温度設定の緩和、不在時消灯の徹底

OA機器省エネ化、タスク&ｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ照明・空調の導入

デマンドサイドマメジメント（ＤＳＭ）の実施

地域冷暖房等のエネルギーの面的利用の促進

再生可能エネルギー・未利用エネルギー（オンサイト・
オフサイト）の導入

交通、物流の効率化・ＥＶ導入

11

2

3

4

5

ストック全体に占める割合は低い

一般的に費用対効果が低い

ノウハウ、資力のないビルオーナーの存在

テナントの理解が不可欠

ノウハウ、管理体制のないビルオーナーの存在

テナントの理解が大前提

コストに占めるエネルギーコストの割合が低く、
経済的インセンティブが働きにくい

多くのステークホルダーの協力、参加が必要

インフラ再構築・大規模設備投資等コスト負担

課題

課題

課題

課題

課題

■大丸有エリアにおけるＣＯ２削減の方向性

着
手
済
み
の
施
策

今
後
よ
り
重
要
と
な
る
施
策
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